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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

１．訂正の経緯

平成27年10月、当社の連結子会社であった株式会社イタヤマ・メディコ（以下「イタヤマ・メディコ」といいます。

なお、イタヤマ・メディコは平成27年10月１日をもって当社の連結子会社である株式会社マツモトキヨシ甲信越販売

（以下「マツモトキヨシ甲信越販売」といいます。）に吸収合併されております。）とマツモトキヨシ甲信越販売との

統合処理の過程において、不正な会計操作が行われていた可能性が判明したため、当社は平成27年10月15日、調査委員

会を設置し、①今回の不正な会計操作に関する事実関係の調査、②当社グループにおいて他に同様の事象が存在しない

かの調査、③今回の事象による影響額に関する会計処理方法の提言、④今回の事象が発生した要因と再発防止策の策

定・提言、⑤関係者への責任追及、及び処分に関する提言を目的とした調査を徹底的に実施いたしました。調査にあた

っては、会計に関する事項が多く含まれており、調査の外部性をより高めることが望まれることから、外部の会計アド

バイザリー専門会社から支援を受けるなどし、調査の適法性、適正性等の確保に努めました。

当社は平成27年11月11日、調査委員会から調査報告書を受領した結果、イタヤマ・メディコ代表取締役の指示により、

同社において過去の営業損失発生の事実を隠蔽する目的で、複数年にわたり、在庫水増し処理により架空棚卸資産を計

上するという不正な会計操作が行われていたことが判明いたしました。そこで当社は、過去に提出いたしました有価証

券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表に含まれる不正な会計操作を訂正し、有価証券報告書等の訂正

報告書を提出するものであります。

２．会計処理

連結財務諸表において、「商品」の残高を修正し、その他必要と認められる修正を行いました。

この結果、第９期第１四半期（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）の連結財務諸表において、商品及び

利益剰余金がそれぞれ404百万円減少しております。

これらの決算訂正により、当社が平成27年８月11日に提出いたしました第９期第１四半期（自 平成27年４月１日

至 平成27年６月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

また、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所については、ＸＢＲＬの修正も行いましたので併せて修正後の

ＸＢＲＬ形式データ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。

２【訂正事項】

第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(2）財政状態の状況

第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表

(1）四半期連結貸借対照表

３【訂正箇所】

訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期

第１四半期連結
累計期間

第９期
第１四半期連結

累計期間
第８期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 111,781 131,330 485,512

経常利益 （百万円） 3,321 7,221 20,031

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,586 4,119 11,619

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,710 4,476 15,036

純資産額 （百万円） 148,216 161,165 158,299

総資産額 （百万円） 241,015 259,912 255,151

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 29.22 76.81 215.63

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 29.20 76.77 215.53

自己資本比率 （％） 61.2 61.8 61.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年６月30日）における日本経済の状況は、輸出産業を中

心とする企業業績、大手企業等によるベースアップや雇用情勢の改善などから経済活動や個人消費には明るい兆し

が見られるものの、消費税増税以降の消費マインド変化や地域間格差、電力供給に関する諸問題など、先行き不透

明感は依然として拭えず、消費の基調は予断を許さない状況で推移しました。

ドラッグストア業界におきましては、業種／業態を越えた競合企業の新規出店や新たなエリアへの侵攻、Ｍ＆Ａ

による規模拡大、同質化する異業種との競争など、我々を取り巻く経営環境は厳しい状況が継続しております。

このような環境のなか、中期的な経営戦略として、当社グループが得意とする美と健康の分野に特化した「ビッ

グデータの収集と利活用」および「マーケティング技法の充実」を基軸に、「顧客理解の深化」「専門性・独自性

の確立」「事業規模の拡大」に努めることにより、競争優位性を確立し、「美と健康の分野になくてはならない企

業グループ」を目指してまいりました。

上記の経営戦略を踏まえ、これまでの施策の精度をさらに向上させるべくＣＲＭを活かした高いマーケティング

とデータ分析に基づく効率的かつ効果的な販促策の実行、垂直連携体制の構築、中核事業会社の成功事例を活用し

たグループ企業の再活性化、インバウンド需要獲得に向けた各種施策の推進や訪日外国人観光客に特化した業態の

展開、高い専門性と利便性の提供、調剤事業の拡大、小商圏化する市場の中で当社グループならではのファンづく

りを強化するなど、他社に先駆けたこれら施策を積極的に推し進めております。

具体的には、グループの重要業績評価指標、いわゆるＫＰＩを設定し事業子会社各社の経営効率の改善を図ると

ともに、サプライチェーン全体の効率化に向けたチームＭＤ等を含め、製・配・販の垂直連携体制の更なる深化と

シナジーの最大化を推し進め、マツモトキヨシの成功事例を水平展開することでグループ企業の収益改善に取り組

み、訪日外国人観光客向けの免税対応店舗は、首都圏・関西圏に留まらず繁華街や観光スポットなどに隣接する店

舗および今後の利用が期待できる新規店舗を含め176店舗に拡大しました。さらに、昨年リリースしました「マツ

モトキヨシ公式アプリ」も、この短期間で200万ダウンロードを獲得するなどオムニチャネル化に向けた基盤整備

も着実に推進してまいりました。

新規出店に関しましては、外国人観光客に特化した新たな業態店２店舗を含めグループとして32店舗（フランチ

ャイズ１店舗を含む）をオープンし、既存店舗の活性化を重点に14店舗の改装を実施、各種の環境変化により将来

業績に貢献の見込めない21店舗を閉鎖し、７店舗のスクラップ＆ビルドを実行しました。（※前期まで新規出店お

よび閉鎖店舗の内数として開示しておりましたスクラップ＆ビルドは今期より外数にて開示しております。）

その結果、当第１四半期連結会計期間末におけるグループ店舗数は1,539店舗となり、前期末と比較して11店舗

増加しました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間は、売上高1,313億30百万円(前年同期比17.5％増)、営業利益66億１百

万円（同139.0％増）、経常利益72億21百万円（同117.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益41億19百万円

（同159.6％増）となり、売上および各利益とも第１四半期連結累計期間における過去最高となりました。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

＜小売事業＞

小売事業は、天候等に恵まれたことで、医薬品や化粧品を中心にシーズン商品が好調に推移し、免税対応店舗の

拡大や訪日外国人観光客に特化した店舗の出店によりインバウンド需要も順調に拡大しました。

さらに、展開を強化しております調剤事業に関しましては、既存店への併設を含め高い収益性の見込める物件を

優先的に開局するとともに、地域医療連携を深めることで処方箋応需枚数が増加したことなどから引き続き順調に

拡大しております。

＜卸売事業＞

卸売事業は、小売事業同様に、シーズン商品が好調に推移し、一部のフランチャイズ契約企業においてはインバ

ウンド需要の拡大が図られ、平成27年３月より株式会社いない、株式会社フード三国への商品供給を開始するとと

もに、既存契約企業の新規出店によりフランチャイズ向けの卸売売上高は拡大しました。

このような営業活動に基づき、小売事業の売上高は1,266億68百万円（前年同期比17.9％増）、卸売事業40億44

百万円（同14.2％増）、管理サポート事業６億17百万円（同23.0％減）となりました。

（２）財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は2,599億12百万円となり、前連結会計年度末に比べて47億60百

万円の増加となりました。主な要因は、流動資産のその他が10億90百万円減少したものの、現金及び預金が48億77

百万円増加したことによるものです。

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は987億46百万円となり、前連結会計年度末に比べて18億94百万

円増加いたしました。主な要因は、賞与引当金が13億40百万円、未払法人税等が12億81百万円、それぞれ減少した

ものの、支払手形及び買掛金が34億64百万円、流動負債のその他が６億64百万円、それぞれ増加したことによるも

のです。

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は1,611億65百万円となり、前連結会計年度末に比べて28億66

百万円増加いたしました。主な要因は、配当金16億９百万円による減少があったものの、親会社株主に帰属する四

半期純利益41億19百万円を計上したことによるものです。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 基本方針の内容

当社は、会社の支配に関する基本方針として、当社の経営権の主導に影響する買収として、当社の取締役会の

賛同を得ずに行われる、いわゆる「敵対的買収」もありますが、これが企業価値・株主共同の利益に資するもの

であれば、このような買収行為を一概に否定するものではありません。

また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案に対する判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われ

るべきものと考えております。

しかしながら、このような買収の中には、明らかに、企業価値・株主共同の利益をかえりみることなく、もっ

ぱら買収者自らの利潤のみを追求しようとするもの、株主に株式の売却を事実上強要するもの、買付対象会社の

株主や取締役会が大規模買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するために

十分な情報や時間を提供しないもの等、企業価値・株主共同の利益に反する結果を与える可能性も否定できませ

ん。

当社は、大規模買付者に対し、大規模買付行為の目的、方法、買付後の経営計画、当社グループの従業員及び

現在のお取引先様等に対する考え方についての情報提供を求め、それに対する当社取締役会の意見を公表し、そ

れらの情報をもとに株主の皆様が適切に検討できるだけの十分な内容と時間を確保すること、また、大規模買付

者との交渉の機会を確保すること、株主の皆様へ代替案を提示すること等により、当社グループの企業価値・株

主共同の利益を確保することが当社取締役会に課せられた重要な責務のひとつと認識しております。

以上の理由から、当社グループの更なる企業価値・株主共同の利益の向上を図り、その取組みに全経営資源を

集中させるためには、大規模買付行為や買付提案に関する一定のルールを定めておくことが必要と考えておりま

す。

② 不適切な支配の防止のための取組み

当社は、当社の株式に対して大規模買付行為が行われた場合、その大規模買付行為が当社グループの企業価値

及び株主共同の利益を毀損させるものでないかについて、株主の皆様が必要かつ十分な情報と相当な検討期間に

基づき判断することができるようにするため、大規模買付行為への対応策（買収防衛策）を導入しております。

直近では、平成27年５月22日開催の取締役会において、当社株式等の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）

を継続すること（以下「本プラン」といいます。）を決議し、平成27年６月26日開催の第８回定時株主総会にお

いて株主の皆様にご承認いただいております。

本プランの詳細につきましては、平成27年５月22日付当社プレスリリースにて公表しておりますので、次の当

社ウェブサイトにてご参照ください。

（http://www.matsumotokiyoshi-hd.co.jp/news/data/934d4feffde44f8ddc42c275e87f1f76.pdf）

③ 不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

当社では、本プランの設計に際して、以下の点を考慮しており、当社の基本方針に沿い、企業価値ひいては株

主共同の利益に合致するものであり、当社役員の地位の維持を目的とするものとはならないと考えております。

イ．株主意思の反映

本プランは、本株主総会における株主の皆様からのご承認を条件として更新されます。

また、本プランの有効期間の満了前であっても、株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた

場合には、本プランはその時点で廃止されることから、株主の皆様のご意向が反映されるプランとなっており

ます。

ロ．買収防衛策に関する指針等の要件の充足

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、

②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則）をすべて充足しています。また、企業価値研究会が

平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」に関する議論等を踏まえ

た内容となっております。さらに、東京証券取引所の定める買収防衛策の導入に係る諸規則等の趣旨に合致す

るものとなっております。

3088/E03519/マツモトキヨシホールディングス/2016年
－6－



ハ．独立性の高い社外者の判断の重視

当社は、本プランの導入にあたり、本プランの対抗措置発動等の運用に際して、当社取締役会の恣意的判断

を排除し、株主の皆様のために実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しております。独

立委員会の委員は３名以上とし、当社との間に特別の利害関係を有していない社外取締役・社外監査役・弁護

士・公認会計士・税理士・学識経験者・投資銀行業務に精通する者・実績のある経営者等から構成されるもの

としております。

ニ．デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役により構成される当社取締役会の決議をもって廃止するこ

とができるものとされており、大規模買付者が当社の株主総会で取締役を指名し、当該取締役により構成され

る当社取締役会の決議をもって本プランを廃止することが可能です。したがって、本プランはいわゆるデッド

ハンド型の買収防衛策（取締役会を構成する取締役の過半数を交替させても、なおその発動を阻止することが

できない買収防衛策）ではありません。また、当社取締役の任期は１年であることから、本プランは、いわゆ

るスローハンド型の買収防衛策（取締役会を構成する取締役を一度に交替させることができないため、その発

動を阻止するために時間を要する買収防衛策）でもありません。

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 210,000,000

計 210,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 54,636,107 54,636,107
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 54,636,107 54,636,107 － －

（２）【新株予約権等の状況】

当四半期会計期間において発行した新株予約権はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 54,636,107 － 22,051 － 22,832

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,001,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 53,593,200 535,932 －

単元未満株式 普通株式 41,107 － －

発行済株式総数 54,636,107 － －

総株主の議決権 － 535,932 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれており、「単元未満株

式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が50株含まれております。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義

の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

(自己保有株式)

株式会社マツモトキヨシ

ホールディングス

千葉県松戸市

新松戸東９番地１
1,001,800 － 1,001,800 1.83

計 － 1,001,800 － 1,001,800 1.83

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る訂正前の

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,037 15,914

受取手形及び売掛金 15,100 14,776

商品 64,926 65,884

貯蔵品 715 701

その他 21,444 20,353

貸倒引当金 △66 △47

流動資産合計 113,157 117,583

固定資産

有形固定資産

土地 41,920 41,854

その他 28,716 29,073

有形固定資産合計 70,637 70,928

無形固定資産

のれん 10,446 10,115

その他 3,827 3,644

無形固定資産合計 14,274 13,759

投資その他の資産

敷金及び保証金 35,919 36,008

その他 21,618 21,836

貸倒引当金 △456 △203

投資その他の資産合計 57,082 57,640

固定資産合計 141,993 142,328

資産合計 255,151 259,912
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 62,359 65,823

短期借入金 300 －

1年内返済予定の長期借入金 6 3

未払法人税等 3,501 2,219

賞与引当金 3,106 1,765

ポイント引当金 2,473 2,816

資産除去債務 9 39

その他 11,251 11,916

流動負債合計 83,008 84,584

固定負債

退職給付に係る負債 535 547

資産除去債務 4,642 4,681

その他 8,666 8,933

固定負債合計 13,844 14,161

負債合計 96,852 98,746

純資産の部

株主資本

資本金 22,051 22,051

資本剰余金 22,832 22,832

利益剰余金 111,715 114,226

自己株式 △3,486 △3,488

株主資本合計 153,113 155,622

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,625 4,976

その他の包括利益累計額合計 4,625 4,976

新株予約権 47 47

非支配株主持分 512 519

純資産合計 158,299 161,165

負債純資産合計 255,151 259,912
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

売上高 111,781 131,330

売上原価 79,102 92,948

売上総利益 32,679 38,382

販売費及び一般管理費

ポイント引当金繰入額 100 343

給料及び手当 10,283 10,427

賞与引当金繰入額 1,653 1,739

退職給付費用 209 225

地代家賃 6,671 7,178

その他 10,998 11,866

販売費及び一般管理費合計 29,917 31,780

営業利益 2,761 6,601

営業外収益

受取利息 43 42

受取配当金 139 113

固定資産受贈益 157 162

発注処理手数料 152 184

その他 98 127

営業外収益合計 592 632

営業外費用

支払利息 10 7

貸倒引当金繰入額 10 －

現金過不足 2 3

その他 9 0

営業外費用合計 32 11

経常利益 3,321 7,221

特別利益

固定資産売却益 9 1

その他 － 0

特別利益合計 9 1

特別損失

固定資産除却損 59 83

店舗閉鎖損失 59 174

減損損失 362 391

その他 1 －

特別損失合計 482 649

税金等調整前四半期純利益 2,847 6,574

法人税、住民税及び事業税 531 2,006

法人税等調整額 725 448

法人税等合計 1,257 2,454

四半期純利益 1,590 4,120

非支配株主に帰属する四半期純利益 3 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,586 4,119
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

四半期純利益 1,590 4,120

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 119 356

その他の包括利益合計 119 356

四半期包括利益 1,710 4,476

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,701 4,470

非支配株主に係る四半期包括利益 8 6
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費

用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合

については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計

期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び

少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第

１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っ

ております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

当座貸越契約

当社及び連結子会社は、効率的な資金調達のために前連結会計年度は取引金融機関13行と、当第１四半期

連結会計期間は取引金融機関13行と当座貸越契約を締結しております。契約に基づく、借入未実行残高は次

のとおりであります。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

当座貸越契約の総額 33,000百万円 33,000百万円

借入金実行残高 300 －

差引額 32,700 33,000

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 1,368百万円 1,476百万円

のれんの償却額 326 330
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,638 30 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成26年５月15日開催の取締役会決議に基づき、平成26年５月19日から平成26年6月30日までの期

間に自己株式589千株を取得しております。

この結果、単元未満株式の買取による増加を含め、当第１四半期連結累計期間において自己株式が2,095百

万円増加し、当第１四半期連結会計期間末の自己株式が2,098百万円となっております。

なお、当四半期連結会計期間以降、平成26年７月１日から平成26年７月31日までの期間において、自己株式

84千株（取得価額の総額296百万円）を取得しております。

この結果、平成26年７月31日現在の自己株式が2,396百万円となっております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,609 30 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

小売事業 卸売事業

管理サポート

事業
合計

調整額

（注）１

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２

マツモトキヨシ

小売事業

その他

小売事業

マツモトキヨシ

ホールディングス

卸売事業

その他

卸売事業

売上高

外部顧客への売上高 60,799 46,637 45 3,498 801 111,781 - 111,781

セグメント間の

内部売上高又は振替高
52 57 76,158 13,600 2,203 92,072 △92,072 -

計 60,851 46,694 76,203 17,098 3,005 203,853 △92,072 111,781

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
2,491 334 341 87 △229 3,025 △263 2,761

（注）１.セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△263百万円には、のれんの償却額△323百万円及びセグメ

ント間取引消去60百万円が含まれております。

２.セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位とし、遊休資産につ

いては物件単位ごとにグルーピングしております。営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである

資産グループ及び土地等の時価の下落が著しい資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額362百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。

報告セグメントごとの計上額は、それぞれ「マツモトキヨシ小売事業」で62百万円、「その他小売事

業」で312百万円となり、連結決算における消去・調整で△12百万円となっております。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

小売事業 卸売事業

管理サポート

事業
合計

調整額

（注）１

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２

マツモトキヨシ

小売事業

その他

小売事業

マツモトキヨシ

ホールディングス

卸売事業

その他

卸売事業

売上高

外部顧客への売上高 75,409 51,259 22 4,022 617 131,330 - 131,330

セグメント間の

内部売上高又は振替高
17 61 88,282 10,943 3,252 102,557 △102,557 -

計 75,427 51,320 88,304 14,965 3,869 233,887 △102,557 131,330

セグメント利益 5,011 1,228 176 142 278 6,837 △236 6,601

（注）１.セグメント利益の調整額△236百万円には、のれんの償却額△329百万円及びセグメント間取引消去92百万円が

含まれております。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位とし、遊休資産につ

いては物件単位ごとにグルーピングしております。営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである

資産グループ及び土地等の時価の下落が著しい資産グループについては、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額391百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。

報告セグメントごとの計上額は、それぞれ「マツモトキヨシ小売事業」で163百万円、「その他小売

事業」で149百万円、「管理サポート事業」で88百万円となり、連結決算における消去・調整で△８百

万円となっております。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

(1）１株当たり四半期純利益金額 29円22銭 76円81銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,586 4,119

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
1,586 4,119

普通株式の期中平均株式数（千株） 54,315 53,634

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 29円20銭 76円77銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

（うち事務手数料（税額相当額控除後）

（百万円））
－ －

普通株式増加数（千株） 21 26

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要

－ －

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年８月７日

株式会社 マツモトキヨシホールディングス

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 吉村 孝郎 印

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 瀧野 恭司 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マツモ

トキヨシホールディングスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成27年４月１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マツモトキヨシホールディングス及び連結子会社の平成27年

６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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